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1．はじめに

国土交通省では，建設事業に使用される主要な建設資材の年間需

要量の見通しを公表することにより，建設資材の安定的な確保を図

り，円滑に建設事業を推進することを目的として，昭和 51 年度よ

り「主要建設資材需要見通し」を毎年公表している。

本稿では，平成 30 年 7 月 5 日に公表した「平成 30 年度主要建設

資材需要見通し」の概要を報告する。

2．対象建設資材

平成 30 年度主要建設資材需要見通しでは，「①セメント」，「②生

コンクリート」，「③骨材，砕石」，「④木材」，「⑤普通鋼鋼材，形鋼，

小形棒鋼」および「⑥アスファルト」の 6 資材 9 品目を対象とする。

3．需要見通し推計方法

平成 30 年度の主要建設資材の需要見通しは，「平成 30 年度建設

投資見通し（国土交通省総合政策局情報政策課建設経済統計調査室

平成 30 年 6 月 29 日公表）」の建築（住宅，非住宅），土木（政府，

民間）等の項目ごとの建設投資見通し額に，建設資材ごとの原単位

（工事費 100 万円当たりの建設資材需要量）を乗じ，さらに各建設

資材の需要実績等を考慮して，平成 30 年度の主要な建設資材の国

内需要の推計を行った。

4．平成 30年度主要建設資材需要見通し

（1）概況（平成 29年度および平成 30年度）

平成 29 年度の主要建設資材の需要量実績は，同年度の建設投資

見込み（名目値）が前年度比 4.6％の増加で，うち建築部門は 4.8％

の増加，土木部門は 4.3％の増加となり，平成 28 年度の実績値と比

べて生コン，小形棒鋼，アスファルトは減少となったが，その他の

資材は増加となった。

平成 30 年度の主要建設資材の需要見通しは，同年度の建設投資

見通し（名目値）が前年度比 2.1％の増加で，うち建築部門は 2.4％

の増加，土木部門は 1.6％の増加と見通されていることから，全て

の資材において昨年度実績値と比べて増加と見通される。

平成 30 年度主要建設資材需要見通しは，図─ 1 および表─ 1 の

とおりである。

（2）主要建設資材の需要見通し

①セメント，②生コンクリート

平成 29 年度における需要量実績は，セメントが前年度比 0.2％増

加の 4,188 万 t，生コンクリートが前年度比 0.3％減少の 8,370 万 m3

であった。平成 30 年度については，セメントが前年度比 2.7％増加

の 4,300 万 t，生コンクリートが前年度比 1.6％増加の 8,500 万 m3

と見通される。

③骨材，砕石

平成 29 年度における需要量実績は，骨材が前年度比 1.5％増加の

23,656 万 m3，砕石が前年度比 2.9％増加の 11,713 万 m3 となると推

図─ 1　平成 30 年度主要建設資材需要見通し
（注）棒グラフは，平成 29 年度の実績値（骨材・砕石・普通鋼鋼材・形鋼は推計値）と平成 30 年度見通し値との対比です。
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計される。平成 30 年度については，骨材が前年度比 1.5％増加の

24,000万m3，砕石が前年度比1.6％増加の11,900万m3 と見通される。

④木材

平成 29 年度における需要量実績は，前年度比 0.7％増加の 929 万

m3 であった。平成 30 年度については，前年度比 2.3％増加の 950

万 m3 と見通される。

⑤普通鋼鋼材，形鋼，小形棒鋼

平成 29 年度における需要量実績は，普通鋼鋼材が前年度比 1.2％

増加の 2,075 万 t，うち形鋼が前年度比 1.8％増加の 476 万 t，小形

棒鋼は前年度比 1.1％減少の 713 万 t となると推計される。平成 30

年度については，普通鋼鋼材が前年度比 2.2％増加の 2,120 万 t，う

ち形鋼が 3.0％増加の 490 万 t，小形棒鋼が 2.4％増加の 730 万 t と

見通される。

⑥アスファルト

平成 29 年度における需要量実績は，前年度比 2.5％減少の 124 万 t

であった。平成 30 年度については，前年度比 5.0％増加の 130 万 t

と見通される。

5．主要建設資材需要量の推移

主要建設資材の国内需要量推移を表─ 2 および図─ 2 に示す。

各主要建設資材の需要量実績，需要見通しの対象は，次の（1）～（8）

のとおりである。

（1）セメント

国内メーカーの国内販売量に海外メーカーからの輸入量を加えた

販売等の量を対象としている。「内需量」＝「国内販売量」＋「輸

入量」。

なお，表─ 2 および図─ 2 の平成 29 年度までは実績値で，（一社）

セメント協会の「セメント需給実績」の値を用いている。

（2）生コンクリート

全国生コンクリート工業組合連合会組合員工場の出荷量とその他

の工場の推定出荷量とを加えた出荷量を対象としている。「出荷量」

＝「組合員工場出荷量」＋「その他工場推定出荷量」。

なお，表─ 2 および図─ 2 の平成 29 年度までは実績値で，全国

生コンクリート工業組合連合会・協同組合連合会の「出荷実績の推

移」の値を用いている。

（3）骨材

国内における供給量を対象としており，輸入骨材も含んでいる。

なお，表─ 2 および図─ 2 の平成 27 年度までは実績値で，経済

産業省の「骨材需給表」をもとに算出した値である。平成 28 年度，

平成 29 年度は推計値で，経済産業省の「砕石等統計年報」「砕石等

統計四半期報」「骨材需給表」をもとに算出した値である。

（4）砕石

メーカーの国内向け出荷量を対象としている。

なお，表─ 2 および図─ 2 の平成 28 年度までは実績値で，経済

表─ 1　主要建設資材の需要量実績値および推計値

資材名称 単　位
需　　要　　量 伸　び　率

H28 年度
実績値

H29 年度
実績値

H30 年度
見通し

29/28 30/29

セメント 万 t 4,178 4,188 4,300 0.2％ 2.7％
生コンクリート 万 m3 8,391 8,370 8,500 － 0.3％ 1.6％
骨　材 〃 23,297 23,656 24,000 1.5％ 1.5％

砕　石 〃 11,384 11,713 11,900 2.9％ 1.6％
木　材 〃 923 929 950 0.7％ 2.3％
普通鋼鋼材 万 t 2,049 2,075 2,120 1.2％ 2.2％

形　鋼 〃 468 476 490 1.8％ 3.0％
小形棒鋼 〃 721 713 730 － 1.1％ 2.4％

アスファルト 〃 127 124 130 － 2.5％ 5.0％
（注）1．�本見通しは，「平成 30 年度建設投資見通し（国土交通省　総合政策局 情報政策課 建設経済統計調査室　平成 30 年 6

月 29 日公表）」をもとに推計したものである。
　　  2．�各資材の対象は，セメントは〔内需量〕，生コンクリート，砕石は〔出荷量〕，木材は〔製材品出荷量〕，骨材は〔供給量〕，

普通鋼鋼材，形鋼は〔建設向け受注量〕，小形棒鋼は〔建設向け出荷量〕，アスファルトは〔建設向け等内需量〕。
　　  3．�本見通しの有効数字は，セメントは〔100 万 t〕，生コンクリート，骨材及び砕石は〔100 万 m3〕，木材は〔25 万 m3〕，

普通鋼鋼材，形鋼及び小形棒鋼は〔10 万 t〕，アスファルトは〔5 万 t〕。
　　  4．�平成 29 年度需要量のうち，骨材，砕石，普通鋼鋼材，形鋼は推計値を使用しているため，見込み値（イタリック体）。
　　　　その他の資材については実績値。
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産業省の「砕石等統計年報」「砕石等統計四半期報」をもとに算出

した値である。

（5）木材

国内メーカーの製材品出荷量を対象としており，建設向け以外の

量を含んでいる。また，製材用素材として外材を含んでいる。

なお，表─ 2 および図─ 2 の平成 29 年度までは実績値で，農林

水産省「製材統計」の値を用いている。

（6）普通鋼鋼材 及び 形鋼

国内メーカーの国内建設向け受注量を対象としている。

なお，表─ 2 および図─ 2 の平成 28 年度までは実績値で，（一社）

日本鉄鋼連盟の資料の値（国内向け受注総量から国内建設向け受注

量を推計したもの）を用いている。

平成 29 年度は推計値で，（一社）日本鉄鋼連盟の資料の値（国内

向け受注総量から国内建設向け受注量を推計したもの）および国土

交通省「主要建設資材月別需要予測」をもとに算出した値である。

（注）　グラフの見方・�実線（生コンクリート，骨材，砕石，木材，普通鋼鋼材）については左軸， 点線（セメント，小形棒鋼，形鋼，アスファルト）につい
ては右軸を参照。

・�平成 29 年度の需要量は，骨材，砕石，普通鋼鋼材および形鋼については推計値，その他の資材については実績値。
　�ただし，木材の平成 22・23 年度実績値には，東日本大震災の影響により，平成 23 年 2 月～ 6 月の岩手県，宮城県及び福島県分の出荷

量が含まれていない。
・平成 30 年度の需要量は，見通しの値。

〈出典〉　 　　　　○セメント … （一社）セメント協会（セメント需給実績）
○生コンクリート … 全国生コンクリート工業組合連合会・協同組合連合会（出荷実績の推移）
○骨材 … 経済産業省（骨材需給表）
○砕石 … 経済産業省（砕石等統計年報，砕石等統計四半期報）
○木材 … 農林水産省（製材統計）
○普通鋼鋼材…（一社）日本鉄鋼連盟　資料
○形鋼…（一社）日本鉄鋼連盟　資料
○小形棒鋼…経済産業省「鉄鋼需給動態統計調査」
○アスファルト…石油連盟資料（石油アスファルト統計月報）

図─ 2　主要建設資材需要量の年度推移
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（7）小形棒鋼

国内メーカーおよび国内販売業者からの国内建設向け出荷量を対

象としている。ただし，海外メーカーからの輸入量は含まれていない。

なお，表─ 2 および図─ 2 の平成 29 年度までは実績値で，経済

産業省「鉄鋼需給動態統計調査」の値を用いて算出している。

（8）アスファルト

国内メーカーの建設向けストレートアスファルト内需量のうち，燃

焼用および工業用を除いた国内建設向け等内需量を対象としている。

「建設向け等内需量」＝「国内建設向け内需量」＋「建設向け輸入量」。

なお，表─ 2 および図─ 2 の平成 29 年度までは実績値で，石油

連盟の「石油アスファルト統計月報」の値を用いている。

6．おわりに

「主要建設資材需要見通し」は，国土交通省のホームページ（統

計情報のページ）　で公表しているので参照されたい（http://

www.mlit.go.jp/statistics/details/kgyo_list.html）。
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建設工事受注動態統計調査（大手 50 社） （単位：億円）

年　　月 総　　計

受　　　注　　　者　　　別 工　事　種　類　別
未消化 
工事高 施工高民　　　間

官 公 庁 そ の 他 海　　外 建　　築 土　　木
計 製 造 業 非製造業

2011 年 106,577 73,257 15,618 57,640 22,806 4,835 5,680 73,983 32,596 112,078 105,059
2012 年 110,000 73,979 14,845 59,133 26,192 4,896 4,933 76,625 33,374 113,146 111,076
2013 年 132,378 89,133 14,681 74,453 31,155 4660 7,127 90,614 41,463 129,076 120,941
2014 年 139,286 80,477 16,175 64,302 43,103 4822 10,887 86,537 52,748 138,286 125,978
2015 年 141,240 96,068 19,836 76,235 35,633 4993 4,546 95,959 45,281 141,461 141,136
2016 年 146,991 99,541 17,618 81,923 38,894 5247 3,309 98,626 48,366 151,269 134,037
2017 年 147,828 101,211 20,519 80,690 36,650 5183 4,787 99,312 48,514 165,446 137,220

2017 年� 7 月 10,407 7,374 1,477 5,898 2,471 402 160 7,487 2,920 161,416 9,378
8 月 9,339 6,346 1,566 4,780 2,543 341 110 6,715 2,624 161,441 10,088
9 月 14,762 10,547 1,941 8,606 2,752 640 823 10,104 4,658 161,902 13,482

10 月 10,757 6,941 1,246 5,695 2,719 815 282 6,898 3,859 163,724 9,897
11 月 11,379 8,357 1,883 6,474 2,018 423 582 7,580 3,800 163,423 12,380
12 月 13,789 10,120 2,613 7,507 3,265 －4 407 10,202 3,586 165,446 14,276

2018 年� 1 月 9,256 6,082 1,439 4,644 2,213 491 469 6,269 2,987 165,251 9,284
2 月 12,479 8,030 2,160 5,870 3,428 383 638 7,722 4,757 159,835 20,576
3 月 22,717 15,428 3,004 12,424 5,894 556 839 14,500 8,216 171,191 22,294
4 月 10,212 7,007 1,473 5,534 2,473 438 293 5,763 4,448 171,322 11,334
5 月 8,921 6,449 2,271 4,178 1,940 330 202 6,091 2,830 161,200 8,310
6 月 12,424 9,114 2,245 6,869 2,100 487 723 8,989 3,435 171,024 13,637
7 月 9,439 6,656 2,205 4,451 1,445 358 980 6,221 3,217 － －

建　設　機　械　受　注　実　績 （単位：億円）

年　  　月 11 年 12 年 13 年 14 年 15 年 16 年 17 年 17 年
7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 18 年

1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月

総　     　 額 19,520 17,343 17,152 18,346 17,416 17,478 21,535 1,674 1,785 1,785 1,542 1,757 1,936 1,617 1,770 2,237 1,784 1,906 1,923 1,836
海 外 需 要 15,163 12,357 10,682 11,949 10,712 10,875 14,912 1,189 1,281 1,336 1,103 1,273 1,474 1,185 1,206 1,654 1,309 1,313 1,375 1,250
海外需要を除く 4,357 4,986 6,470 6,397 6,704 6,603 6,623 485 504 449 439 484 462 432 564 583 475 593 548 586

（注））2011 ～ 2013 年は年平均で，2014 ～ 2017 年は四半期ごとの平均値で図示した。
2017 年 7 月以降は月ごとの値を図示した。

出典：国土交通省建設工事受注動態統計調査
　　　内閣府経済社会総合研究所機械受注統計調査




